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2017 年のメキシコの自動車生産台数（大型バス・トラックを除く）は前年比 13.5％増の

393万 2,119台となり、過去最高を更新した。自動車生産は過去 5年間で 100万台弱の増加

をみせており、完成車の生産増に呼応して自動車部品メーカーの進出も加速した。しかし、

メキシコでは外資系を中心とするグローバルな 1次部品サプライヤー（Tier1）の数に比べ

ると、2 次（Tier2）、3 次（Tier3）サプライヤーの数が不足しており、東南アジアのデト

ロイトと呼ばれるタイと比べると、自動車産業の裾野は狭い。十分な品質管理体制を持つ

地場資本のサプライヤーが限られていることもあり、日系サプライヤーからの調達に依存

せざるを得ず、タイなどと比べるとまだ企業数が少ない素形材関連や表面処理などの分野

においては、依然として日本企業の進出余地が大きい。メキシコの自動車部品産業の現状

と課題について、アジアとの比較の観点からまとめた。 

 

＜自動車生産台数は世界第 7位＞ 

メキシコで完成車（大型バス・トラックを除く）を生産している企業（完成車メーカー）

は、60 年以上の歴史を持ち、メキシコでビッグ 5 と呼ばれる日産自動車、GM、フォルクス

ワーゲン（VW）、フィアット・クライスラー（FCA）、フォードの 5 社に加え、1994 年に生

産を開始したホンダ、2002年に生産を開始したトヨタ、2014年に生産を開始したマツダ、

2016 年に生産を開始した起亜の 9社。なお、VWについては、同系列ブランドのアウディー

が 2017年に生産を開始している。過去 5年間で生産台数は 3割強増加しているが、この背

景にはビッグ 5 のメキシコにおける生産拡大もあるが、ホンダ、トヨタ、マツダ、起亜な

ど新規参入組の新工場建設や拡張投資によるところも大きい。5年前の 2012年と 2017年の

生産台数を比較すると、日系完成車メーカーの生産増は 65.7％に及び、全体の生産台数の

伸び（31.0％）を大きく上回っている。2017 年時点でメキシコは世界第 7 位の自動車生産

国だが、日系完成車メーカーにとっても、日本、中国、米国、インド、タイに次ぐ世界で

6番目の生産拠点である。 

 

地域分析レポート 



2 

ジェトロセンサー 禁無断転載 COPYRIGHT (C) 2018 JETRO.  ALL RIGHTS RESERVED. 

 

 
 

完成車の生産規模の拡大に呼応するように、自動車部品企業の数も増えている。国立統計

地理情報院（INEGI）の全国事業所統計ダイレクトリー（DENUE）によると、2009 年末に

956 カ所しかなかった自動車部品製造関連の事業所は、2017 年末には 2,229 カ所へと倍増

した。自動車部品工場が多い州は、対米輸出に有利なコアウイラ州、チワワ州、ヌエボレ

オン州などの北部国境州に加え、グアナファト州、メキシコ州、ケレタロ州、プエブラ州、

ハリスコ州、サンルイスポトシ州、アグアスカリエンテス州など完成車メーカーのメキシ

コ国内工場の周辺に位置する中央高原諸州に集積している。特に 2009年との比較で増加が

著しいのは、グアナファト州（4.9倍）、アグアスカリエンテス州（3.8倍）、サンルイスポ

トシ州（3.5 倍）、ケレタロ州（3.1 倍）などバヒオ地区と呼ばれる中央高原諸州であり、

この中には日本企業の進出も多く含まれている。製品分野別の構成比をみると、電気電子

系統の事業所数が最も多く、全体の 2 割強を占める。特にメキシコの場合はワイヤーハー

ネス製造や基板実装など労働集約的な製造工程で人件費のメリットが生かせる事業所が多

い。 
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メキシコ経済省外国投資局によると、2017 年末時点で少なくとも 1,157 社の日系企業が存

在し、2011 年末と比較すると約 2 倍に拡大している。同期間の外資系企業数全体の増加率

は 27.5％であるため、他国に比して同期間に日本からの投資が多かったことが分かる。自

動車および自動車部品製造業でみると、日本から直接出資を受けて設立された企業数は

204 社で外資系企業全体（1,334 社）の 15.3％を占め、米国（695社、52.1％）に次ぐ出資

国となっている（第 3 位はドイツで 184 社、13.8％）。204 社には在米日系企業が出資して

設立された企業（それらは米国からの投資に計上）が含まれていないため、間接投資まで

含めると、自動車産業における日系企業のプレゼンスはさらに大きいと想定される。 
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＜豊富な Tier1に比べ、不足する Tier2、Tier3＞ 

2011 年 6 月のマツダの工場建設の発表以降、ビッグ 5 のみならず新規参入組の生産台数も

増加するのに伴い、完成車メーカーに直接部品を納める Tie1 企業の数は 2011 年以降、急

速に増加した。日系では、それまでも比較的多かった日産系列の部品メーカーに加え、マ

ツダ、ホンダ、トヨタのサプライヤーの新規進出も相次いだ。2017年 6月 26日に米国のオ

ートモーティブニュースが発表した世界の自動車部品売上高上位 100 社（Top 100 global 

OEM parts suppliers）によると、同 100社のうち 92社がメキシコに製造拠点を有し、工

場がないのは 8社のみだった。同 100社にランクインする日系企業 28社は全てメキシコに

工場を持っており、同ドイツ系 16社も全てがメキシコに工場を持つ。グローバルな自動車
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部品メーカーでメキシコに工場を持たない企業は、一部の中国系企業などまれになりつつ

ある。 

 

他方、Tier1に部品を供給する Tier2や、Tier2に部品や素材を提供する Tier3の数はメキ

シコでは多くない。豊富な Tier1に比して Tier2、Tier3の数が少ないため、メキシコでは

部材の現地調達が他国に比べると困難な状況にある。ジェトロが毎年実施している進出日

系企業実態調査（アンケート調査）によると、輸送機器・同部品を製造するメキシコ進出

日系企業の部材の現地調達率は 2017 年時点でも平均で 34.6％に過ぎず、中国（71.3％）

やタイ（63.1％）はおろか、インドネシア（43.3％）やブラジル（36.9％）にも及ばない。

メキシコの場合、1960 年代後半から導入された輸出を条件とした保税加工プログラム（マ

キラドーラ）や 1994年の北米自由貿易協定（NAFTA）発効以降の自由貿易協定（FTA）ネッ

トワーク拡充などを通じて、部品・原材料の輸入に関税面での恩典を与えてきたこともあ

り、他国と比べると国内に製造業の裾野が十分に育っておらず、特に地場資本の企業では、

自動車産業で求められる品質管理の水準を満たす企業が少ない。そのため、一部の地場系

の優良企業や日系、ドイツ系など外資系企業に受注が集中することになり、現地で調達す

る部品の価格は安くない。従って、現在の円の為替相場の水準では、生産性の高い日本か

らの調達が依然として大きなポーションを占めている。 

 

 

 

ジェトロの同調査で現地調達に占める資本国籍別の調達先比率をみると、メキシコで部材

の現地調達を行う自動車関連企業が現地進出日系企業から調達する比率は 2017年に 55.2％

に達し、地場企業からの調達比率（33.5％）を大きく上回っている。この比率は、ブラジ

ル（25.8％）や中国（43.7％）と比べると高いが、東南アジアのタイ（70.0％）やインド
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ネシア（74.6％）と比べるとまだ低い。タイやインドネシアでも進出日系企業は日系サプ

ライヤーに部材調達の多くを依存している現状が分かり、現地に進出している日系企業の

数が多いことが、両国の現地調達の比率が高い要因の一つと言えるだろう。 

 

 

 

世界の自動車産業に関する情報ポータルサイトを運営するマークラインズの約 5 万社の自

動車部品サプライヤーデータベースを使って、アジアおよび米州の自動車産業が集積する

主要新興国の自動車部品企業の数を表 3 にまとめた。これをみると、メキシコはタイと比

べると自動車部品サプライヤーの数がまだ少ない。特にメキシコの完成車の生産台数がタ

イの倍以上であることを考慮すると、サプライヤーの数が相対的に不足している状況が垣

間見える。特に日系サプライヤーの数では大きな開きがあり、タイにはメキシコの 3.2 倍

の日系サプライヤーが進出している。インドネシアと比べてみると、全体ではメキシコ

（1,315社）の方がインドネシア（783社）よりもサプライヤーの数が多いが、日系サプラ

イヤーの数ではインドネシア（450社）がメキシコ（314社）を上回る。 
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マークラインズのデータを用いて、製造工程別のサプライヤー数をタイとメキシコで比較

した（表 4）。人件費のメリットが生きる組立工程を持つ企業の数であれば、メキシコとタ

イで大きな開きはないが、機械加工、プレス、鋳造、鍛造などの素形材の分野では差が大

きくなる。また、熱処理、塗装、メッキなどの Tier3 に多い工程でも大きな開きがあり、

特に日系のサプライヤーの数でタイに大きく及ばない。これらのデータを考慮すると、素

形材や表面処理などの分野を中心に日系サプライヤーの進出余地はメキシコで依然として

大きいことが分かる。 
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筆者が 2017年に実施したメキシコとタイの双方に製造拠点を持つ企業への現地ヒアリング

調査によると、タイ進出日系企業の多くでは、鋼材などの一部の素材を除けば、構成部品

の大半を現地で調達可能であり、日本と同じサプライヤーがタイにも進出していることが、

現地調達を容易にしているというコメントが多かった。なお、メキシコでも近年、日系の

金型メーカーが進出し、現地で金型の補修と小規模改造を実施しているが、新型（新たに

立ち上げる金型）については日本や中国で製造し、メキシコに輸入している。タイの場合

は、日系企業を中心に現地で新型から製造されており、同分野でも成熟度の違いが確認さ

れた。素材分野では、鋼材についてはタイでも現地に鉄鋼の高炉メーカーがないことから

日本材の利用が一般的だが、樹脂やゴムなどの化学素材は現地調達が可能である。現地で

はコンパウンド工程が中心で樹脂そのものは米国からの輸入に依存するメキシコと比較す

ると、タイの方が樹脂系素材の裾野の広がりも進んでいることが確認された。 

 

＜人件費のメリットは大きいが離職率に苦しむ＞ 

自動車部品企業の進出先として依然としてポテンシャルが高いと考えられるメキシコだが、

投資環境上のメリット（図 4）や投資環境面で感じるリスク（図 5）について、ジェトロの

日系企業実態調査（アンケート調査）の最新データを用いてタイやインドネシアと比較し

てみた。 

 

メキシコ進出日系進出企業が投資環境上のメリットとして挙げた最多項目は「市場規模・

成長性」（回答率 79.7％）であり、この項目についてのタイの回答比率（49.6％）を大き

く上回り、インドネシア（83.6％）と同様の高い回答率だった。自動車産業の進出先とし

て成熟しつつあるタイと比べると、メキシコ、インドネシアの伸びしろはいまだ大きいと

進出日系企業に映っているようだ。メキシコがタイの回答比率を大きく上回るその他の項

目としては、「人件費の安さ」（49.6％）がある。ジェトロの投資コスト比較調査（調査時

点 2016 年 10～2017 年 1 月）によると、一般ワーカーレベルの賃金（月給、基本給）は、

メキシコのイラプアトが 317 ドル、同アグアスカリエンテスが 306 ドルであり、タイのバ

ンコク（346 ドル）よりも低い。以前はメキシコの方が圧倒的に賃金は高かったが、アジ

ア新興国と比べると近年の賃金上昇率は低いため、現時点ではタイの方が一般ワーカーレ

ベルの賃金は高く、インドネシア（ジャカルタ：310 ドル）もメキシコに追いつきつつあ

る。 

 

他方、タイ進出日系企業が投資環境上のメリットとして挙げた最多項目は「駐在員の生活

環境が優れている」（53.2％）であり、メキシコの 7.9％を大きく上回っている。後述する

治安の悪さなど、メキシコの生活環境には改善を要する分野が依然として存在する。その

他、投資環境上のメリットでタイがメキシコを大きく上回るのは、「インフラの充実」（タ
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イ 29.1％、メキシコ 3.4％）、「裾野産業の集積」（タイ 22.5％、メキシコ 2.3％）である。

道路、港湾、工業団地などメキシコの経済インフラは途上国の中では決して低いレベルで

はない（注 1）が、進出日系企業にとって投資環境上の魅力として映るレベルには達して

いないようだ。 

 

なお、双方で回答比率が高い投資環境上のメリットとしては、「取引先（納入先）企業の

集積」が挙げられる。メキシコの回答比率は 29.9％であり、タイの 45.4％には及ばないも

のの、ブラジルの 13.7％、インドネシアの 23.1％と比較すると高い水準であるのが分かる。

2011 年以降に加速した日本企業の進出ラッシュにより、顧客の多くがメキシコに存在する

ことが、商売のボリュームという観点からメリットとして映っているものと思われる。 
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他方、投資環境面で感じるリスク（問題点）としてメキシコ進出日系企業が最も多く指摘

したのは、外国人・企業を対象とした犯罪（56.5％）であり、不安定な為替（52.0％）が

続いた。タイではそれぞれ 2.6％、13.1％となっており、大きな差がある。メキシコの犯

罪は特に外国人や外国企業を狙ったものではなく、殺人事件などの凶悪犯罪は麻薬組織間

の抗争被害が大半だが、犯罪組織が日々の収入源として、車上狙いや強盗、詐欺、窃盗な

どの犯罪にも手を染めていることもあり、在留邦人がこれらの犯罪被害に遭うこともある。

特に、日本企業の進出が盛んであり、従来は良好だったグアナファト州の治安が近年悪化

していることが、治安を問題視する回答比率の上昇の背景にある。不安定な為替について

は、産油国であるが故の原油相場への連動や、新興国であるが故の米国連邦準備制度理事

会（FRB）による利上げ観測への連動など、従来からの為替変動要因に加え、昨今は NAFTA

再交渉など米国トランプ政権の通商政策の動向にも為替相場が左右されることとなり、

2016 年 11 月のトランプ大統領当選以降、対ドル為替相場のボラティリティは非常に高く

なっている。 

 

労務における問題点としては、人件費の高騰を問題視する進出日系企業の比率がメキシコ

では 32.8％と低く、タイ（60.5％）やインドネシア（75.8％）と比較するとかなり低いが、

逆に「従業員の離職率の高さ」を問題視する声が 50.2％と高く、タイ（32.7％）やインド

ネシア（19.5％）を大きく上回る。メキシコでは人件費の上昇が他国と比べると低く抑え

られているが、労働者の企業に対する忠誠心は総じて低く、1 ペソでも良い待遇を求めて

離職を繰り返す労働者も多いため、企業進出が盛んなグアナファト州などでは離職率が年

率で 20％を超える企業も多い。 
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2017 年に著者が実施したメキシコとタイの双方に拠点を持つ日系企業へのヒアリング調査

においても、両国のビジネス環境について前述のアンケート調査と同様のコメントが聞か

れた。タイについては、総じて良好なビジネス環境を指摘する企業が多く、駐在員の生活

環境やインフラの水準、タイ投資員会（BOI）が提供する投資インセンティブなどを評価

する声が多かった。ただし、電気代は割高に感じるという声と、行政当局との関係では、

税関において関税分類コード（HS コード）の違いを指摘された企業が多く、日タイ経済連

携協定（JTEPA）の特恵関税が利用できない事例も発生している。人件費の高騰について

は、タイ進出日系企業の多くが指摘しており、特にボーナスの支給水準の高さ（ある有名

企業では 8 カ月分の給与相当額）を問題視する声が多かった。メキシコ進出日系企業から
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は、改善しない治安状況、離職率の高さ、煩雑な税務と付加価値税（IVA）の還付遅延

（注 2）、道路インフラの水準と比べると低い鉄道インフラなどを問題視する声が多かった。 

 

注 1： 世界経済フォーラム（WEF）が 2017年 9月 26日に発表した最新の国際競争力レポート（The Global Competitiveness Report 2017–2018）によると、

メキシコのインフラ競争力順位は 137カ国中 62位であり、タイ（43位）や中国（46位）、インドネシア（52位）に及ばないものの、インド（66

位）、ブラジル（73位）、ベトナム（79位）よりは上位に位置する。  

注 2： IVAは日本の消費税と同様、各流通段階で売り手が買い手から徴収して当局に納税する間接税だが、同税を直接負担しているのは最終消費者であるメ

キシコ国民である。製品を輸出する場合などは顧客から IVAを徴収しないため、仕入れの際に支払った仮払い IVAが売り上げの際に徴収した仮受け

IVAを上回る月（IVAは月次確定申告納税）がある。そのような月は、過払い額を国税庁（SAT）に対して還付申請することになるが、法定期間である

40営業日を過ぎても還付されないことが多い。 
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「ジェトロセンサー」の著作権はジェトロに帰属します。記事、図表の無断での

転載、再配信、掲示板やイントラネットへの掲載等はお断りします。 

「ジェトロセンサー」で提供している情報は、ご利用される方のご判断・責任に

おいてご利用ください。ジェトロでは、できるだけ正確な情報の提供を心掛けてお

りますが、「ジェトロセンサー」で提供した内容に関連して、ご利用される方が不利

益等を被る事態が生じたとしても、ジェトロ及び執筆者は一切の責任を負いかねま

すので、ご了承ください。 

日本貿易振興機構（ジェトロ）発行 
〒107-6006 東京都港区赤坂 1-12-32 

アーク森ビル 6階 
Tel: 03-3582-5511 

 

お問い合わせは 

海外調査部 海外調査計画課 出版班まで 

Tel: 03-3582-3518 

E-mail: SENSOR@jetro.go.jp 


